






























































































































































































































































































指定管理業者としての NPO が得意とする IT 関連の企業を誘致，起業支援を行うことで，地元の
雇用機会の提供を行っている．IT 関連の講習会などを実施することで地元住民のスキル向上にも寄
与している．講習会の受講生が，施設内の IT 企業で働くことも多い．また，同一域内の建物を活用
した体育館や保育所，レストランなどは，入居している企業の従業員と共に，地域の住民が利用でき
る仕組みになっている．行政ではなく，NPO が運営することで，様々な分野の商品・サービスを一
つの敷地内・建物内で提供することを実現している．
③　キャパシティビルディング
地域への雇用機会の創出の他，体育館や保育所，レストランなどを地元住民も利用できるようにす
ることで，NPO が請け負っている運営地区が地元と遊離することなく，地域住民との交流を保って
いる．また，地元自治体や近隣企業，起業支援を行い成長した企業などとの関連性も大切にしている．
共有スペースの建物には，ハローワークも入居しており，地域の雇用拡大に向けた拠点としても機能
している．
④　核となる組織の確保
元小学校の建物等の運営を指定管理業者として運営する組織として，NPO が存在している．元小
学校があった地域の運営ということで，活動拠点として核となる場所・建物の存在も活動の継続性に
寄与している．また，活動内容は複数の分野にまたがり，それぞれ行政の担当との折衝が必要となる．
行政の担当者が数年で異動するなかで，異動毎に新たな担当者が活動内容を理解する必要があるもの
の，NPO の同一人物が担当することで，運営の継続性を保つことが可能となっている．
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⑷　韓国釜山市の事例
①　地域資源の活用
釜山市の西南部に位置している山麓密集市街地である甘川２洞は，社会的弱者や低所得者が多く，
人口の減少と空き家の増加によってまちの空洞化が激しく進んでいた．
これらの問題を解決していくために，このまちでは2009年からアートを活用した「文化まちづくり」
がまちの優れた景観に着目したある芸術家によって始まり，まち中の路地の壁や空き家を活用した「夢
見る釜山のマチュピチュ」（2009年），「美路迷路プロジェクト」（2010年）など様々な芸術プロジェク
トが実施された．その結果，まちの環境改善とともにまち全体が美術館のような観光地となり，まち
を見学に来る観光客も増え，観光収入による住居環境の改善や低所得者に対する経済的な支援を実現
できるようになった．
②　需要の存在する（地元で求められる）商品・サービスの提供
2010年の「美路迷路プロジェクト」の主体であった甘川洞文化まち運営協議会は，プロジェクトを
通じ収益を創出して，住民への経済的な利益の確保とともに，まちの環境を改善するための資金を確
保するために，「観光」をまちづくりプロジェクトの重要なテーマとして取り入れた．協議会は食堂，
カフェ，アートショップ，案内所などを運営して，その仕事に住民22人を雇用した．また2013年後半
からは観光収入を活用して老巧化している住宅を選別して屋根や窓を修理する「住宅修理事業」を実
施して，住居環境の改善を実現させた．その際には住民が運営する店で材料を購入したり，大工の仕
事も地元の住民を雇用して行うなど，地域内で収益と雇用を創出することで地元の経済活性化も実現
させている．
③　キャパシティビルディング
高齢化と貧困を抱えていた甘川２洞の住民は，芸術家たちのプロジェクトに対する理解が十分では
なかったことや経済的に役に立つのかという疑問を抱き，「文化まちづくり」の初めのころはさほど
興味を示さなかった．ところが，芸術家だけではなく住民の意見が作品に反映されたり，住民自ら作
品を制作するなど，住民参加型プログラムが企画，実施され，2010年からは住民がプロジェクトを主
導的に進めていくことになった．また観光客の増加によって収益や雇用などの経済的効果が地元で生
まれることを実際に体験することで住民のまちに対する意識も変わり，まちの生活環境の改善のため
に行政に積極的に支援を求めるなど住民主導のまちづくりが進められている．
④　核となる組織の確保
甘川２洞の「文化まちづくり」は，2009年韓国政府の文化体育観光部による「まち美術プロジェクト」
という公募事業に，ある芸術家が「夢見る釜山のマチュピチュ」といタイトルで応募したプロジェク
トが採択されたことから始まった．その後，2010年の文化体育観光部主催のコンテンツ融合型観光協
力事業，2011年の釜山市主催の「山腹道路ルネサンス」，2010年の続きとして2012年の文化体育観光
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部主催の「まち美術プロジェクト」などを通じて今現在も新しいプロジェクトが続いている．このよ
うな甘川２洞の「文化まちづくり」プロジェクトは，最初の旗揚げは芸術家グループによるものだっ
たが，まち全体を対象としたプロジェクトの特徴を生かすためには住民の協力が必要であった．その
ために2010年２月に住民代表５人，芸術家５人，公務員２人からなる「マチュピチュ文化まち運営協
議会」が構成された．その後組織変更を経て，2013年１月には運営委員22人の社団法人「住民協議会」
を設立，2014年からは役人９人，運営委員９人の体制でまちづくりプロジェクトを進めている．
⑸　地域における所得機会創出への取り組みの特徴
地域の所得機会創出に向けては，地元の資源の有効活用が重要となるが，地元の資源は多様であり，
和束町の茶産業といった伝統的な資源ばかりでなく，養父市のリゾート産業や釜山市のアートに着目
した観光産業，うるま市の IT 関連産業などもある．地形がもたらす利点や産業資産，古い住宅など
も地元資産として活用が可能となる．
次に，需要の存在する商品・サービスの提供するなかで，雇用の機会創出することが重要となるが，
地元の資源活用と同様に，需要の活用も多様である．観光，6次産業化など外部の需要を取り込む中で，
地域の供給側の活動を結び付けたり，主となる活動を支える事業が，保育など地元のニーズ・需要を
把握し対応していくこともある．地元のニーズを把握していく際は，起業や観光など従来とは異なる
視点からの取り組みも多い．
雇用機会の創出に向けた，新たな活動では，地元の資源を利用し様々な需要に応えていくことから，
様々な分野の人々の協力が必要であり，地元住民の理解を得てキャパシティビルディングを図ってい
くことは欠かせない．新たな活動は，活動範囲が限定的なところから始まるため，活動範囲を広げる
なかで，地元住民の認識を得て，信頼関係を築く人々の範囲を少しずつ広げていくこととなる．新た
な活動の核となる人材が外部からの場合でも，U ターンなど地域との関連があれば地元住民とのキャ
パシティビルディングがしやすくなる．
地元住民の理解を得て地域資源を活用した活動の活動期間が長くなってくると，活動組織の運営が
安定してくる．活動の安定に伴い，指定管理業者の制度を活用するなど，活動拠点の確保することが
可能となってくる．
行政による支援は，期間限定的な場合が多いが，雇用創出に関わる新たな活動の活動期間が長くな
ることで，持続性を確保することとなる．持続性を実現していくには，キャパシティビルディングや
活動拠点の確保など時間を要する条件項目も多い．事業の定着には，ある程度の時間を要することか
ら，行政による期間限定的な支援策に関して，単独の支援のみで終わらせることなく，複数の支援策
を用いてある程度の活動期間を確保できる形で提供していくことも大切となる．その際，事業が定着
するまでの長期の間，核となる人材が継続的に活動することも必要である．核となる人材の継続的な
活動が，分野や時期が異なる行政による限定的な支援の効果をうまくつないでいくこととなる．
地域に存在する小さな需要を認識し，掘り起こす，また地域の需要を見直す中で新たな事業が出て
くる．地元で多くの仲間を持ち，キャパシティビルディングの範囲を広げていく，また小さな需要間
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の壁を崩し紡いでいくことで，事業が広がり，内部循環も増していく．活動期間が長くなるなかで，
継続性が出てくる．こうした新たな活動が，独り立ちできるまでの時間・期間を確保できるような工
夫が重要となる．
4．地域中間労働市場の形成に向けた課題
社会的企業や NPO などが活動する社会的経済の領域の労働市場である「地域中間労働市場」が地
域への寄与度を増していくには，核となる組織や人材の継続的な活動を通じて，地域の人々の理解や
参加を得て活動領域を一段と広げていくことが重要となる．核となる組織等の活動が活動領域を広げ
ていくうえでの課題として，地元の様々な分野とのネットワークを保ち，分野横断的な活動を展開し
たり，資金循環の仕組みを工夫していくことや，地元住民が参加する学習機会を継続的に設けていく
ことなどがあげられる．
⑴　分野横断の複合性の確保
地域中間労働市場が機能を高めていくには，核となる組織等が，地域の課題解決に向けた NPO な
どの事業を支援したり，新たな活動が始まる契機を生み出していくことが大切となる．そのためには
核となる組織が，地域の様々な分野とのネットワーク網を整えるなかで，分野横断的な複合性を確保
することが重要である．地域に存在する小さな需要に対応し，0.2や0.3といった量の所得機会を創出
し，組み合わせていくには，色々な分野を横断的に把握し，調整ができる，要となる組織が必要とな
る．核となる組織は，頭は分かれていても胴体はつながっている出雲神話に出てくる「ヤマタノオロ
チ」にたとえられることもある．核となる組織が，地域の拠点性となる施設にオフィスを設けていれ
ば，色々な分野の人々の行き来や交流の機会も得やすくなる．
NPO センター，NPO サポートセンターといった中間支援組織が地域に存在する場合は，様々な分
野に亘る活動がなされている場合が多い．他方，観光や福祉など特定の分野の組織が成長して核とな
る組織の役割を担うようになった場合においても，組織が当初関わった分野にこだわりすぎることな
く，活動分野を広げていくことも必要となろう．
また，分野横断の複合性の確保は，地域住民のなかで活動する組織・団体と共に，地域の活動や課
題解決に深い関わりを持つ，行政の組織体系に関しても大切となる．行政では分野毎の活動が基本で
あるが，複数の分野に関わる地域の課題も多い．「地域中間労働市場」で取り扱われる活動は，地域
の課題解決につながるので，行政側も分野横断の視野のなかで協働していくことが，活動の効果を高
めていくことにつながる．
⑵　地域住民等による継続的な学習機会の確保
地域の課題解決に向けた活動を展開する際，地域の現状を把握し改善策を生み出していくことが必
要となる．その際，地域住民の参加を促すなかで改善策を検討することで，地域により適した方策が
出てくる．地域内外の多様な人びとが集まり，ワークショップなどの形式で議論が行わることを，集
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団的学習や組織学習などとも呼んでいる．集団的学習は，基本的には暗黙知を形式知へ変換すること
を目指しており，①価値観の共有，②異なる知識を持つ人々が意見を出し合う，③新しいアイデアが
出てくる，④出てきたアイデアを生産に応用する，といったプロセスが想定されている．地域住民が
集団的学習に加わることで，地域資源に備わっている情報やコンテクスト（地域に存在する暗黙知）
が理解され，より効果のある方策が生み出されることとなるし，方策の実行においても地域住民の協
力を得やすくなる．野中ら（2014）は，地域社会のイノベーションにおいて暗黙知を形式知へ変換す
る原動力を実践知リーダーシップの存在に求め，知の生態性を基本とした人々の関係性を知創コミュ
ニティとあらわしている．更に，実践知リーダーは特定の人物に限定するのでなく，集団的学習を通
じて，次々と現れてくるものであるとしている．
地域中間労働市場が活性化していくには，地域における集団的学習を通じて，新たな発想や事業が
生み出されることが大切である．特定分野の課題解決の方策を検討していくうえで，その特定分野に
関心があったり，関連する地域内外の人々が集まって議論を行うこととなる．ただ，地域には集団的
学習に参加していない住民も多く存在し，地域外には更に多様な人材が活動している．このため，「地
域中間労働市場」を機能させる核となる組織が，分野横断の複合性を確保し，活動範囲を広げていく
なかでは，当初の活動範囲とは異なる分野に関する人々の参加を募り，新たな集団的学習を行ってい
くことも必要となってくる．核となる組織が，地域住民等による学習機会を継続的に確保することは，
地域に新たな刺激をもたらすと共に，新たな人材の育成にも寄与する．
地域住民等による継続的な学習機会の確保に向けては，核となる組織の活動が主体となるが，行政
からのアプローチも可能である．例えば兵庫県では，行政が今後の方向性を考える一環として，各地
域の「豊かさ」を測る指標を作成した際，地域の人々が参加し，議論する機会があった．地域毎に感
じる「豊かさ」はそれぞれ異なるため，地域の住民自身が感じる・考える「豊かさ」について指標を
検討するなかで，地域毎の採用指標も地域の独自性が出てくることとなる．地域の課題解決に関わる
活動を実践するグループの活動成果の評価を「豊かさ」を測る指標の要素に加えた地域もある．住民
も参加した指標づくり自体が，具体的で楽しめる手法で，豊かな地域をつくっていくためには何が必
要かなど地元への理解を深め，地域づくりへの納得感を増す契機にもなった．行政が施策の為に「豊
かさ」指標を活用するように，地域の住民が集団的学習等に参加していく際に，地域づくりの取り組
みの基準や活動のフォローアップ指標としても利用できる．
⑶　資金の地域内循環の確保
地域中間労働市場を通じて生み出された雇用機会のなかで所得が家計に生じる．或いは事業主体側
にも利潤が生じる．こうした地元で生じた所得や利潤を，地元での需要に還元していく割合を高めて
いくことが重要である．また，こうした所得や利潤は地元の金融機関に集められることから，集まっ
た資金を外部に流出させることなく，地元の事業に活用されるような工夫も大切となる．
社会的経済の領域の労働市場である地域中間労働市場において活動する社会的企業等においても，
営利主体の企業の創業や運営と同様に，事業を軌道に乗せていくには，安定した需要の確保と共に，
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事業開始時における準備資金や円滑な運営を支える運転資金などの資金調達も重要な要素となる．例
えば活動のなかで，事務所の家賃や水道光熱費，スタッフの給料・アルバイト代，会報誌の制作・印
刷費および郵送費，文具などの消耗品代など，運営に関わる様々な資金が必要となってくる．こうし
た資金が団体の代表など特定の個人の持ち出しで賄われる状態では，継続性が難しくなる場合もある
し，特定の資金の出し手の意向が強くなりすぎ組織としての活動が難しくなる懸念もある．組織が継
続的に自立した活動を確保していくには，団体としての資金調達が重要となる．
社会的経済の領域で活動を行う法人や団体が活動の資金を確保していく方法には，会費，寄付金，
補助金，委託収入，物品販売やサービス提供に伴う自主事業収入，借入などがあり，企業の資金調達
に比べ多様性がみられる．こうした資金調達においては，地元の家計や企業，金融機関のなかで対流，
蓄積された資金を活用していくことが大切であり，ハイテク企業の創業・運営を支援するビジネス・
エンジェルのような，地域の幅広い層から資金調達が可能となるような仕組みが必要であろう．例え
ば，地元の家計や企業からの寄付の形態による資金の提供は，社会的企業等の財務基盤強化を通じ活
動期間の長期化や活動範囲の拡大などをもたらし，事業の安定性，発展の継続性が一層増すこととな
る．更に，安定した活動を継続的に行う社会的企業等に対しては，これまで NPO やコミュニティビ
ジネス等との取引になじみの薄かった地域金融機関においても融資という形式で資金提供がしやすく
なる．地域金融機関からの借入が増していけば，地元資金の還流量がより豊かになる．
地域が抱える課題解決を目指す社会的企業等の新たな取り組みの発展に必要となる，複数の分野を
横断することで活動領域を広げたり，地域住民の活動への理解・参加を促す学習機会を増やしたり，
地域内での資金循環を高めることなどを通じて，地域内の相互作用の効用を高めることは，地域の活
力・豊かさの向上をもたらすと同時に，豊かな地域中間労働市場の形成にも寄与する．地域の資源や
地域内外の人材が地域で有効活用されるなかで，多彩な活動が地域内で展開され，それぞれの活動が
新たな所得機会を増やし，地域の暮らしの豊かさを支える人材確保につながることが期待される．
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